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公布された規則のあらまし

◇鳥取県児童福祉法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 平成19年度より国から地方への税源移譲等が行われることに伴い、障害児施設支援等に係る利用者負担

額の軽減措置に変動が生じないよう、児童福祉法施行令の一部が改正された。

(２) (１)に伴い、障害児施設給付費の支給等に係る申請書の様式を改める。

２ 規則の概要

(１) 次の申請書の様式について、所要の規定の整備を行う。

ア 障害児施設給付費・特定入所障害児食費等給付費支給申請書（障害児施設給付費利用者負担額減額・免

除等申請書）

イ 障害児施設給付費・特定入所障害児食費等給付費利用者負担額減額・免除等変更申請書

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、公布日とするイを除き、平成19年７月１日とする。

イ (１)の様式を使用して行う手続は、施行日前においても行うことができる。

◇鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規則の

一部改正について

１ 規則の改正理由

国から地方への税源移譲に伴い、障害児施設の利用者負担の軽減措置の基準となる市町村民税所得割の税率

が変更されたことにかんがみ、軽減措置の対象範囲が変わることがないよう、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 総合療育センター、鳥取療育園及び中部療育園において通所の利用の場合の食事の提供に係る減額の対

象を市町村民税所得割額が16万円未満（現行 10万円未満）の世帯とする。

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、平成19年７月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

平成19年６月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第100号
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規 則

鳥取県児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年６月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第63号

鳥取県児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県児童福祉法施行細則（平成３年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

様式第25号の２（第15条の２関係） 様式第25号の２（第15条の２関係）

略 略

（裏面） （裏面）

略 略

申 □ Ⅱ 障害児施設等軽減に関する認定 申 □ Ⅱ 障害児施設等軽減に関する認定

請 下記のいずれにも当てはまるため、 請 下記のいずれにも当てはまるため、

す 障害児施設等軽減を申請します。 す 障害児施設等軽減を申請します。

る １ 略 る １ 略

減 ２ 市町村民税非課税世帯に属する者 減 ２ 市町村民税非課税世帯に属する者

免 又は市町村民税課税世帯のうち世帯 免 又は市町村民税課税世帯のうち世帯

の の市町村民税所得割額の合計額が16 の の市町村民税所得割額の合計額が10

種 万円未満の者 種 万円未満の者

類 ３及び４ 略 類 ３及び４ 略

略 略

いずれも、事実関係を確認できる書類を添付して申 いずれも、事実関係を確認できる書類を添付して申

請すること。 請すること。

（注１）及び（注２） 略 （注１）及び（注２） 略

略 略

様式第25号の９（第15条の７関係） 様式第25号の９（第15条の７関係）

（表面） （表面）

障害児施設給付費・特定入所障害児 障害児施設給付費・特定入所障害児

食費等給付費利用者負担額減額・免 食費等給付費利用者負担額減額・免

除等変更申請書 除等変更申請書

職 氏名 様 職 氏名 様

次のとおり申請します。 次のとおり申請します。



- 4 -

平成19年６月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第100号

申請年月日 年 月 日 申請年月日 年 月 日

略 略

変 略 変 略

更 □ Ⅱ 障害児施設等軽減に関する認定 更 □ Ⅱ 障害児施設等軽減に関する認定

申 下記のいずれにも当てはまるた 申 下記のいずれにも当てはまるた

請 め、障害児施設等軽減（の変更） 請 め、障害児施設等軽減（の変更）

す を申請します。 す を申請します。

る １ 略 る １ 略

減 ２ 市町村民税非課税世帯に属す 減 ２ 市町村民税非課税世帯に属す

免 る者又は市町村民税課税世帯の 免 る者又は市町村民税課税世帯の

の うち世帯の市町村民税所得割額 の うち世帯の市町村民税所得割額

種 の合計額が16万円未満の者 種 の合計額が10万円未満の者

類 ３及び４ 略 類 ３及び４ 略

略 略

（裏面） （裏面）

略 略

いずれも、事実関係を確認できる書類を添付して申 いずれも、事実関係を確認できる書類を添付して申

請すること。 請すること。

（注１）及び（注２） 略 （注１）及び（注２） 略

略 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成19年７月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 改正後の鳥取県児童福祉法施行細則（以下「新規則」という。）様式第25号の２を使用して行う新規則第15

条の２の規定による手続及び新規則様式第25号の９を使用して行う新規則第15条の７の規定による手続は、こ

の規則の施行前においても行うことができる。
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平成19年６月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第100号

鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規則の

一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年６月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第64号

鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規

則の一部を改正する規則

鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規則

（平成18年鳥取県規則第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係）

施設 施設の利用 １単位当 施設 施設の利用 １単位当

名 たりの使 名 たりの使

項目 単位 用料の額 項目 単位 用料の額

鳥取 １ 食 (１)及び(２) 略 鳥取 １ 食 (１)及び(２) 略

県立 事の (３) 市町村民 昼食１食 300円 県立 事の (３) 市町村民 昼食１食 300円

総合 提供 税所得割額が 総合 提供 税所得割額が

療育 16万円未満の 療育 10万円未満の

セン 世帯に係る入 セン 世帯に係る入

ター 所等のうち通 ター 所等のうち通

所の利用の場 所の利用の場

合 合

(４)及び(５) 略 (４)及び(５) 略

２～８ 略 ２～８ 略

鳥取 食事の (１) 略 鳥取 食事の (１) 略

県立 提供 (２) 市町村民 昼食１食 300円 県立 提供 (２) 市町村民 昼食１食 300円

鳥取 税所得割額が 鳥取 税所得割額が

療育 16万円未満の 療育 10万円未満の

園及 世帯に係る入 園及 世帯に係る入

び鳥 所等のうち通 び鳥 所等のうち通

取県 所の利用の場 取県 所の利用の場

立中 合 立中 合

部療 (３) 略 部療 (３) 略

育園 育園

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成19年７月１日から施行する。
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（経過措置）

２ 改正後の鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定

める規則の規定は、この規則の施行の日以後に行う施設の利用に係る費用の徴収について適用し、同日前に行

われた施設の利用に係る費用の徴収については、なお従前の例による。
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選挙管理委員会規則

公職選挙法による選挙事務規程の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年６月29日

鳥取県選挙管理委員会委員長 須 山 修 次

鳥取県選挙管理委員会規則第５号

公職選挙法による選挙事務規程の一部を改正する規則

公職選挙法による選挙事務規程（昭和31年鳥取県選挙管理委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

第９号様式（第26条関係） 第９号様式（第26条関係）

不 在 者 投 票 事 務 処 理 簿 不 在 者 投 票 事 務 処 理 簿

投 票 区 投 票 区

略 略

(氏名) 男 留置施設 １項 直接 (無) (無) (氏名) 男 警察留置 １項 直接 (無) (無)
・ の留置業 ・ 場の留置
女 務管理者 ３号 女 業務管理 ３号

者

略 略

備考 備考

１ 略 １ 略

２ 請求の方法の記載例中「直接」又は「郵便 ２ 請求の方法の記載例中「直接」又は「郵便

等」とあるのは、選挙人が直接に、又は郵便若 等」とあるのは、選挙人が直接に又は郵便若し

しくは信書便で請求した場合をいい、「船 くは信書便で請求した場合をいい、「船長」、

長」、「病院の院長」、「老人ホームの長」、 「病院の院長」、「老人ホームの長」、「国立

「国立保養所の所長」、「身体障害者支援施設 保養所の所長」、「身体障害者支援施設の

の長」、「保護施設の長」、「刑事施設の 長」、「保護施設の長」、「刑事施設の長」、

長」、「留置施設の留置業務管理者」、「少年 「警察留置場の留置業務管理者」、「少年院の

院の長」又は「婦人補導院の長」とあるのは、 長」又は「婦人補導院の長」とあるのは、選挙

選挙人がこれらの者を通じて請求した場合をい 人がこれらの者を通じて請求した場合をいう。

う。

３及び４ 略 ３及び４ 略

５ 交付の方法の記載例中「直接」又は「郵便 ５ 交付の方法の記載例中「直接」又は「郵便

等」とあるのは、市町村の選挙管理委員会の委 等」とあるのは、市町村の選挙管理委員会の委

員長が、選挙人又は船長、病院の院長、老人ホ 員長が、選挙人又は船長、病院の院長、老人ホ

ームの長、国立保養所の所長、身体障害者支援 ームの長、国立保養所の所長、身体障害者支援

施設の長、保護施設の長、刑事施設の長、留置 施設の長、保護施設の長、刑事施設の長、警察

施設の留置業務管理者、少年院の長若しくは婦 留置場の留置業務管理者、少年院の長若しくは

人補導院の長に直接に交付し、又は郵便若しく 婦人補導院の長に直接に交付し、又は郵便若し

は信書便で送付した場合をいう。 くは信書便で送付した場合をいう。

６～８ 略 ６～８ 略
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

平成19年６月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第100号
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